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第１節  環境行政組織・予算 

１． 機構（平成２３年４月１日現在） 

      

   環境部 

             環境保全課 

環境調整係（５名） 

係長（課長補佐兼務）１名 

主幹        １名 

係員        ２名 

臨時職員      １名 

部長    理事   課長    課長補佐 １名       

(次長兼務)（環境調整係長兼務） 

政策推進監                                        大気水質係(５名) 

                                 係長（課付主幹兼務）1名 

                                  主幹             １名 

                副参事  １名          係員        ３名 

(ICETT派遣)        

公害保健係（５名） 

係長（課付主幹兼務）１名 

係員        ３名 

 臨時職員      １名         

                          
 
 

 

２．事務分掌 

環境調整係 
(１)  環境保全に係る企画及び連絡調整に関すること。 

(２)  環境計画及び公害防止計画に関すること。 

(３)  環境保全審議会に関すること。 

(４)  環境マネジメントシステムに関すること。 

(５)  鳥獣飼養の許可及び鳥獣保護に関すること。 

(６)  温泉の利用、特定建築物の環境衛生及び専用水道等に係る監視、調査及                  

び指導に関すること。 

(７)  環境学習センターに関すること。 

(８)  国際環境技術移転研究センターとの連絡に関すること。 

(９） 部内の事務事業の調整に関すること。 

(１０) 部及び課の庶務に関すること。     
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大気水質係 
(１) 公害防止協定に関すること。 
(２) 大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、土壌汚染及び悪臭に係る規制、監視、調査

及び指導に関すること。 
(３) 遊泳用プールに係る監視、調査及び指導に関すること。 
 
公害保健係 
(１) 公害健康被害者の補償給付に関すること。 
(２) 公害健康被害認定審査会に関すること。 
(３) 公害保健福祉事業に関すること。 
(４) 健康被害予防事業に関すること。 
(５) 公害健康被害者みたき保養所に関すること。 
(６) その他公害保健対策に関すること。 
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２． 予 算 
    （単位：千円） 

 19 20 21 22 23 

保健衛生総務費 

人件費 

185,846 

185,846 

188,396 

188,396 

164,524 

164,524 

175,984 

175,984 

163,037 

169,037 

環境保全費 

 公害対策事業 

 環境保全事業 

 環境教育推進事業 
（自然環境保全推進事業を含む） 

 国際環境協力推進事業 

一般管理業務 

地球温暖化対策事業 

公害資料庫関係事業費 

101,023 

64,652 

1,938 

8,235 

 

5,985 

6,029 

14,184 

－ 

111,800 

65,991 

1,650 

5,261 

 

5,985 

6,145 

26,768 

－ 

106,562 

58,301 

596 

20,450 

 

10,921 

5,572 

10,722 

－ 

96,412 

48,314 

5､090 

23,444 

 

8,380 

4,274 

6,910 

－ 

160,441 

53,693 

7,511 

23,326 

 

8,380 

5,271 

62,260 

10,000 

公害健康被害補償費 
 公害健康被害補償給付関係経費 

 公害保健福祉事業 

 公害健康被害予防事業 

環境保健健康診査事業 

環境保健調査事業 
みたき保養所管理運営事業費 

四日市医師会公害対策費補助金 

三重県公害保健医療研究協議会等負担金 

841,140 

832,512 

2,713 

524 

2,266 

2,300 

121 

270 

434 

809,817 

801,165 

2,649 

524 

2,273 

2,381 

121 

270 

434 

807,671 

799,416 

2,589 

518 

2,274 

2,300 

79 

270 

225 

809,065 

800,132 

3,609 

376 

2,274 

2,299 

77 

270 

25 

756,800 

748,998 

2,796 

335 

2,150 

2,144 

83 

270 

24 

公害対策関係予算額 1,416,403 1,110,013 1,078,757 1,081,461 1,080,278 

一般会計総予算 98,138,000 99,848,000 97,382,000 99,141,000 104,560,000 

一般会計に占める割合（%） 1.4% 1.1% 1.1% 1.1% 1.0% 

  (各年度当初予算額) 
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第２節  環境保全関係各種条例、委員会・委員名簿等 

１．四日市市環境基本条例 

（平成７年３月３０日 四日市市条例第１２号） 

                     

わたしたちのまち、四日市は、西に緑豊かな鈴鹿山脈、東に恵み豊かな伊勢湾という自然

に育まれ、束海道の宿場町として、古くから栄えてきた。 

また、我が国有数の工業都市として、我が国の発展に寄与してきたが、その過程で四日市

公害という悲惨な経験をし、貴い教訓を得ている。 

一方、わたしたちが生活の利便性や豊かさを追求するあまり、わたしたちのまちのみなら

ず、地球的規模での環境の汚染や自然の破壊がもたらされつつある。 

わたしたちはすべて、良好な環境を享受し、健康で文化的な生活を営む権利を有している

とともに、こうした良好な環境を保全し将来の市民へ引き継ぐ責務を負っている。 

貴い教訓を礎として、すべての者の参加と協調により、人と自然が共生できるまちづくり、

環境への負荷の少ないまちづくり及び地球的な視野に立った取組ができるまちづくりを推進

することがわたしたちの使命である。 

ここに、わたしたちは、この使命を深く自覚し、市民の総意として、本市の良好な環境の

保全と創造に向けて、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、良好な環境の保全及び創造に関し、環境基本法（平成５年法律第９１号）の

精神にのっとり、基本理念を定め、市、事業者及び市民の責務並びに基本方針を明らかにす

るとともに、基本方針に基づく施策を総合的かつ計画的に推進することにより、現在及び将

来の市民の健康で文化的な生活の確保並びに福祉の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「環境への負荷」とは、人の活動により環境に加えられる影響であって、

環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。 

２ この条例において「良好な環境」とは、土地利用、人口等の社会環境と動植物等の自然環

境との調和によって生ずる快適性、利便性、安全性等に優れた質の高い環境をいう。 

（基本理念） 

第３条 良好な環境の保全及び創造は、わたしたちの存在基盤であり、かつ有限である恵み豊かな

自然環境を、現在及び将来の市民が享受できるよう、行われなければならない。 

２ 良好な環境の保全及び創造は、すべての者の積極的な取組と参加により、環境への負荷の

低減並びに持続的発展が可能なまちづくりを目指して、行われなければならない。 
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３ 良好な環境の保全及び創造は、本市の優れた環境保全技術の活用など地球的視野に立っ

た 

取組により、人類共通の課題である地球環境の保全に資するよう、行われなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、各種施策を進めるに当たり、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）

をその基底として、良好な環境の保全及び創造に関する施策（以下「環境施策」という。）

を実施する責務を有する。 

２ 市は、環境施策の実施に当たっては、国、三重県及び近隣の地方公共団体との連絡調整

を緊密に行うものとする。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、事業活動を行うに当たって、環境への負荷の低減に自

ら努めるとともに、良好な環境の保全及び創造に必要な措置を講ずる責務を有する。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、事業活動に関し、市が実施する環境施策に積極的に協

力する責務を有する。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、基本理念にのっとり、日常生活における環境への負荷の低減に自ら努めるとと

もに、市が実施する環境施策に積極的に協力する責務を有する。 

 

第２章 良好な環境の保全及び創造に関する基本的施策 
（施策の基本方針） 

第７条 市は、基本理念の実現を図るため、次に掲げる基本方針に基づく環境施策を推進するも

のとする。 

（1） 産業公害の防止、自動車交通公害の防止、生活排水による水質汚濁の防止、廃棄物の適

正処理等により、大気、水、土壌等を良好な状態に保持し、もって人の健康の保護及び生

活環境の保全を図ること。 

（2） 水や緑に親しむことができる都市空間の形成、地域の個性を活かした美しい景観の形成、

だれもが利用しやすい施設の整備、歴史的文化的遺産の保全と活用等により、潤いと安ら

ぎのある都市環境を創造すること。 

（3） 森林、農地、水辺等における多様な自然環境の保全、貴重な野生生物の保護及び生態系

の多様性の確保を図るとともに、人と自然との豊かな触れ合いを確保すること。 

（4） 廃棄物の減量、資源及びエネルギーの効率的かつ循環的な利用、環境保全技術の活用等

により、地球環境の保全を図ること。 

（5） 人間と環境との関わりについて理解と認識を深め、環境への負荷の低減に主体的に取り

組むことができるよう、環境に関する系統的な教育及び学習の推進を図ること。 

（環境計画） 

第８条 市長は、環境施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、環境計画を策定しなければな

らない。 

２ 環境計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（1） 良好な環境の保全及び創造に関する長期的な目標、地域別目標、環境施策の方向及

び環境配慮の指針 
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（2） 前号に掲げるもののほか、環境施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事

項 

３ 市長は、環境計画を策定するに当たっては、市民の意見を反映することができるよう必

要な措置を講ずるものとする。 

４ 市長は、環境計画を策定するに当たっては、あらかじめ四日市市環境保全審議会の意見

を聴くものとする。 

５ 市長は、環境計画を策定したときは、遅滞なくこれを公表するものとする。 

６ 前３項の規定は、環境計画の変更について準用する。 

（年次報告） 

第９条 市長は、環境の状況、環境施策の実施状況等を明らかにするため、年次報告書を作成し、

公表するものとする。 

（総合的調整） 

第１０条 市は、環境施策の実効的な推進をはかるため、次に掲げる事項について総合的な調整

を行うものとする。 

（1） 環境計画に関すること。 

（2） 環境へ著しい負荷を及ぼすおそれのある市の施策の実施に関すること。 

（3） その他環境施策の総合的推進に関すること。 

２ 市は、前項に規定する総合的な調整を行うため、四日市市環境調整会議を置く。 

（調査研究体制の整備等） 

第１１条 市は、科学的予見性に基づく環境施策の推進を図るため、環境に関する調査研究体制

の整備を図るとともに、他の研究機関との積極的な交流に努めるものとする。 

（指導等） 

第１２条 市は、良好な環境の保全及び創造を図るため、事業者、市民又はこれらの者の組織す

る団体（以下「民間団体」という。）に対し、必要な指導及び助言を行うことができる

ものとする。 

（自主的な活動の支援） 

第１３条 市は、事業者、市民又は民間団体による良好な環境の保全及び創造に関する自主的な

活動を促進するため、情報提供その他必要な支援の措置を講ずるものとする。 

（教育、学習等の振興） 

第１４条 市は、事業者、市民又は民間団体が良好な環境の保全及び創造について理解を深め、

責任ある行動がとれるよう教育及び学習の振興並びに広報活動の充実に努めるものと

する。 

（国際環境協力） 

第１５条 市は、海外の地域の環境の保全等に関する国際協力の円滑な推進を図るため、必要な

措置を講ずるものとする。 

（財政措置） 

第１６条 市は、環境施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行についての必要な事項は、市長が別に

定める。 
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２．四日市市環境保全審議会条例 

（昭和６３年３月３１日 四日市市条例第１５号） 
 

（設 置） 

第１条 本市の良好な環境の保全及び創造に関する基本的な事項を調査審議するため、四 

日市市環境保全審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じて、次の各号に掲げる事項について調査審議する。 

（1）環境計画に関すること。 

（2）産業公害及び都市生活型公害の対策に関すること。 

（3）自然環境の保全対策に関すること。 

（4）その他良好な環境の保全及び創造に関して、特に必要があると認められる事項に   

     関すること 

（組 織） 

第３条 審議会は、委員２５人以内をもって組織し、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱

し、又は任命する。 

(1) 市議会議員 

（2）学識経験者 

（3）住民自治組織等の代表 

（4）市職員 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長1人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、審議会を代表して会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長ともに事故あるときは、あらかじめ会長の指名した委員が、その職務

を代理する。 

（専門部会） 

第６条 良好な環境の保全及び創造に関する特定事項を調査審議するため、必要に応じて、審議

会に専門部会（以下「部会」という。）を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会には、前項に規定する委員のほか、必要に応じて、専門の知識を有する者のうち

から、市長の委嘱により、専門員を置くことができる。 

４ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により選出する。 

５ 部会長は、部会を代表し、部会の議事その他の事務を処理する。 

（会議の招集） 

第７条 審議会は、必要に応じて、会長が招集する。 

２ 部会は、必要に応じて、部会長が招集する。 
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（議 事） 

第８条 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を聞くことができない。 

２ 会議の議事は、出席議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

第９条 部会の議事は、前条の規定を準用する。この場合において、「審議会」とあるのは 

「部会」と、「議長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

（幹 事） 

第１０条 審議会の事務を円滑に処理するため、幹事若干人を置く。 

２ 幹事は、関係行政機関の職員及び市職員のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（審議会の庶務） 

第１１条 審議会の庶務は、環境部環境保全課において処理する。 

（委 任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会に

諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和６３年４月１日から施行する。 

（四日市市公害対策審議会条例の廃止） 

２ 四日市市公害対策審議会条例（昭和４１年四日市市条例第３８号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 
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四日市市環境保全審議会委員名簿 
 

〔審議会委員〕 （順不同、敬称略） 

 職          名 氏   名 

四日市市議会議員 早 川 新 平 市
議
会 

議
員 

四日市市議会議員 樋 口 博 己 

四日市市自然保護推進委員会委員 桐 生 定 巳 

四日市看護医療大学学長   河 野 啓 子 

四日市医師会長 小 林  篤 

四日市大学環境情報学部教授 武 本 行 正 

四日市大学総合政策学部教授 谷 岡 経津子 

三重大学名誉教授 水 野 孝 之 

三重大学教育学部 准教授 宮 岡 邦  任   

学 

識 

経 

験 

者 

四日市市顧問弁護士 森 川   仁 

連合三重三泗地区協議会 鵤     猛 

四日市商工会議所 数 馬 桂 子 

四日市市自治会連合会 後 藤  勉 

住
民
自
治
組
織 

 

等
の
代
表 

四日市消費者協会    中 嶋 敦 子 

市
職
員 

四日市市副市長    武 内 彦 司 

〔審議会幹事〕       （順不同、敬称略） 

四日市市政策推進部長 藤 井 信 雄 

四日市市市民文化部長 佐 野  豊 

四日市市都市整備部長 伊 藤 真 人 

市 

職 

員 

四日市市環境部長 田 中 宏 一 

 （H23.4.1）
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３．四日市市公害健康被害認定審査会条例 

（昭和４９年６月２０日四日市市条例第２７号） 
（設置） 

第１条 公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１１号。以下「法」と
いう。）第４４条の規定に基づき、市長の附属機関として、四日市市公害健康被害認
定審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

（組織等の根拠法規） 
第２条 審査会の組織、運営その他必要な事項は、法第４５条に定めるもののほかこの条

例の定めるところによる。 
（所掌事項） 
第３条 審査会は、公害による健康被害者の疾病の認定及び障害の程度等法に規定する事

項に関し審議をし、市長に意見を述べるものとする。 
２ 市長は、前項の意見を尊重するものとする。 
（組織） 
第４条 審査会は、委員１５人以内で組織する。 
２ 委員は、医学、法律学その他公害に係る健康被害の補償に関し学識経験を有する
者のうちから市長が任命する。 
３ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、
再任を妨げない。 

（会長及び副会長） 
第５条 審査会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 
３ 会長は、審査会を代表して会務を総理し、会議の議長となる。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その
職務を代理する。 

（召集） 
第６条 審査会は、会長が召集する。 
２ 審査会は、委員定数の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 
（委任） 
第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に
定める。 

附則 
（施行期日） 
１．この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条及び附則第３項の規定は、
法附則第１条本文の規定に基づく政令で定める日から施行する。 
２．前項の規定は、同項中「及び附則第３項」に係る部分を除き、本市が法第４条第
３項に規定する政令で定める市となるまでは、効力を発しない。 
３．四日市市公害被害者認定審査会条例（昭和４５年四日市市条例第１号）は廃止す
る。 
附則（昭和６２年１２月２４日条例第４５号） 

この条例は、昭和６３年３月１日から施行する。 
附則（平成１６年１２月２８日条例第５２号抄） 

（施行期日） 
１ この条例は、平成１７年２月７日から施行する。 
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四日市市公害健康被害認定審査会委員名簿 

 

（H23.4.1 現在）  

国立大学法人 三重大学 教 授 

四 日 市 医 師 会 会 長 

  〃   副 会 長 

  〃   理 事 

  〃   理 事 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃   環境対策委員会委員 

県立総合医療センター 院 長 

  〃   呼 吸 器 科 医 長 

市 立 四 日 市 病 院 院 長 

  〃   呼 吸 器 内科 部 長 

弁 護 士 

弁 護 士 

笽 島  茂 

◎小 林  篤 

○淵 田 則 次 

 西 村 泰 豪 

 中 嶋 一 樹 

  二 宮 俊 之 

 藤 原 庸 隆 

 棟 方 英 次 

 高瀬 幸次郎 

 吉 田 正 道 

 一 宮  惠 

 池 田 拓 也 

 杉 浦  肇 

中川 かおり 

（注） ◎会長 ○副会長   （順不同、敬称略） 
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４．四日市市公害健康被害特別審査会規程 

（設置） 

第１条 四日市市公害健康被害者特別救済措置要領に基づき、市長の附属機関として、四

日市市公害健康被害特別審査会（以下「特別審査会」という。）を置く。 

（組織等の根拠規定） 

第２条 特別審査会の組織、運営、その他必要な事項は、要領に定めるもののほかこの規

程の定めるところによる。 

（所掌事項） 

第３条 特別審査会は、公害健康被害の補償等に関する法律に定める公害健康被害認定審

査会の所掌事項に準ずる事項に関し審議をし、市長に意見を述べるものとする。た

だし、認定に関する事項を除く。 

２ 市長は、前項の意見を尊重しなければならない。 

（組織） 

第４条 特別審査会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、医学、法律学、その他公害に係る健康被害の補償に関し学識経験を有す

る者のうちから市長が任命する。 

３ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

（会長及び副会長） 

第５条 特別審査会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、審査会を代表して会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故がある時又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（召集） 

第６条 特別審査会は、会長が招集する。 

２ 特別審査会は、委員定数の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

（委任） 

第７条 この規程に定めるもののほか、特別審査会について必要な事項は、市長が別に定

める。 

附則 

１．この規程は、公布の日から施行する。 

２．最初に任命される特別審査会の委員の任期は、第４条第３項の規定にかかわら

ず昭和５３年８月３１日限りとする。 

附則 

この規定は、昭和６３年３月１日から施行する。 
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四日市市公害健康被害特別審査会委員名簿 

 

    （H23.4.1 現在）  

国立大学法人 三重大学 教 授 

四 日 市 医 師 会 会 長 

  〃   副 会 長 

  〃   理 事 

  〃   理 事 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃   環境対策委員会委員 

県立総合医療センター 院 長 

  〃   呼 吸 器 科 医 長 

市 立 四 日 市 病 院 副 院 長 

  〃   呼 吸 器 内 科 部 長 

弁 護 士 

弁 護 士 

笽 島  茂 

◎小 林  篤 

○淵 田 則 次 

 西 村 泰 豪 

 中 嶋 一 樹 

  二 宮 俊 之 

 藤 原 庸 隆 

 棟 方 英 次 

 高瀬 幸次郎 

 吉 田 正 道 

 一 宮  惠 

 池 田 拓 也 

 杉 浦  肇 

中川 かおり 

 

（注） ◎会長 ○副会長   （順不同、敬称略） 
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５．四日市市公害診療報酬審査委員会規則 

（昭和４９年１０月１日、四日市市規則第２７条） 

（設置） 

第１条 公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１１号。以下「法」と

いう。）の規定による療養の給付にかかる診療報酬請求書の審査を行うため、四日市

市公害診療報酬審査委員会（以下「審査委員会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 審査委員会は、市長が委嘱する審査委員６名以内をもって組織する。 

２ 審査委員会に委員長１人を置き、審査委員のうちから互選する。 

３ 委員長は、会務を総理し、審査委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名した審査委員が、その職務

を代行する。 

（委員の任期） 

第３条  審査委員の任期は、２年とする。ただし、審査委員に欠員を生じた場合の後任者

の任期は、前任者の残任期間とする。 

（審査委員会の招集） 

第４条  審査委員会は、毎月１回以上委員長が招集する。 

（議事） 

第５条 審査委員会は、委員定数の２分の１以上の出席がなければ審査を行うことができ

ない。 

（業務） 

第６条 審査委員会は、第１条の目的を達成するため、法第２０条の規定による公害医療

機関から市長に対して提出された公害健康被害補償診療報酬請求書の審査を行う。 

２ 審査委員会は、毎月分につき、前月分の診療報酬請求書を、その月の１５日まで

に審査しなければならない。 

３ 審査委員会は、前項の審査をするときは、法第２２条及び第２３条の定めるとこ

ろに基づき、診療報酬請求の適否を審査する。 

（秘密を守る義務） 

第７条 審査委員又は審査委員であった者は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはなら

ない。 

（補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、審査委員会

が別に定める。 

附則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附則（昭和６３年２月２９日規則第２号） 

この規則は、昭和６３年３月１日から施行する。 

附則（平成１７年２月４日規則第６号抄） 

（施行規則） 

１ この規則は、平成１７年２月７日から施行する。 
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四日市市公害診療報酬審査委員会委員名簿 

 

（H23.4.1 現在） 

四 日 市 医 師 会 会 長 

  〃   副 会 長 

  〃      環 境 対 策 委 員 

  〃      環 境 対 策 委 員 

県立総合医療センター 院 長 

市 立 四 日 市 病 院 院 長 

◎小 林  篤 

○淵 田 則 次 

二 宮 俊 之 

棟 方 英 次  

 高 瀬 幸次郎 

 一 宮  惠 

（注） ◎委員長    （順不同、敬称略） 
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６．四日市市公害健康被害者等療養運営委員会要綱 

 

（設置） 

第１条 公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１１号。以下「法」と

いう。）による公害保健福祉事業及び大気の汚染の影響による健康被害を予防するた

めに必要な事業（以下「公害保健福祉事業等」という。）の推進を図るため、四日市

市公害健康被害者等療養運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、公害保健福祉事業等の円滑な運営を図るため、必要な事項を調査審議

する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１７人以内を持って組織する。 

２ 委員は、医学その他公害保健福祉事業等の運営に関し知識経験を有する者のうち

から、市長が委嘱する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、委員会を代表して会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理ずる。 

４ 委員長及び副委員長ともに事故あるときは、あらかじめ委員長の指名した委員が、

その職務を代理する。 

（部会） 

第６条 公害保健福祉事業等に関する特定事項を調査審議するため、必要に応じて、委員

会に部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長及び副部会長１人を置き、部会に属する委員の互選により選出する。 

４ 部会長は、部会を代表し、部会の議事その他の事務を処理する。 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議の招集） 

第７条 委員会は、必要に応じて、委員長が招集する。 

２ 部会は、必要に応じて、部会長が招集する。 

（議事） 

第８条 委員会及び部会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

２ 委員会及び部会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長

及び部会長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第９条 委員長及び部会長が、必要と認めたときは、関係者に出席を求め、意見を聞くこ

とができる。 
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（幹事） 

第１０条 委員会に幹事若干人を置き、関係機関の職員又は市職員のうちから、市長が委

嘱し、又は任命する。 

２ 幹事は、委員長の命を受け、会務を処理する。 

３ 幹事は、委員会に出席して意見を述べることができる。 

（委員会の庶務） 

第１１条 委員会の庶務は、環境部環境保全課において処理する。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員の意見

を聞いて、委員長が定める。 

附則 

この要綱は、昭和５０年３月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、昭和６３年３月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。 
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四日市市公害健康被害者等療養運営委員会委員幹事名簿 

 

（H23.4.1 現在） 

委 

 

 

 

 

員 

国立大学法人 三重大学 教 授 

四 日 市 医 師 会 会 長 

  〃   副 会 長 

  〃   理 事 

  〃   理 事

  〃   理 事 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃   環境対策委員会委員 

  〃             

三重県立総合医療センター 院       長 

  〃   呼 吸 器 科 医 長 

市 立 四 日 市 病 院 小 児 科 部 長 

  〃   呼 吸 器 内 科 部 長 

四日市市保健所 健康づくり課 副 参 事 

 笽 島  茂 

◎小 林  篤 

○淵 田 則 次 

 西 村 泰 豪 

水 谷 健 一 

 中 嶋 一 樹 

 二 宮 俊 之 

 藤 原 庸 隆 

 棟 方 英 次 

 山 中 珠 美 

 川 村 芳 秋 

 高瀬 幸次郎 

 吉 田 正 道 

 坂  京 子 

 池 田 拓 也 

長 尾 康 治 

幹
事 四日市市環境部長            田 中 宏 一 

 （注） ◎委員長 ○副委員長    （順不同、敬称略） 
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７．四日市市立公害健康被害者みたき保養所の設置及び管理に 
関する条例 

（昭和５４年３月２６日、四日市市条例第１３号） 

 

（設置） 

第１条 本市は、公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１１号）第４

条第１項の認定を受けた者（以下「被認定者」という。）の健康回復促進と福祉の増

進を図るため保養所を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 保養所の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称  四日市市立公害健康被害者みたき保養所 

位置  四日市市久保田二丁目５番２３号 

（使用者の範囲） 

第３条 四日市市立公害健康被害者みたき保養所（以下「保養所」という。）を使用するこ

とができる者は、被認定者とする。ただし、市長か特に必要と認めたときは、その

他の者の使用を妨げないものとする。 

（使用の許可） 

第４条 保養所を使用しようとする者（以下「使用者」という。）は、市長の許可を受けな

ければならない。ただし、公益の維持管理上の必要及び施設保全に支障があると認

められるときは、使用を許可しない。 

（使用許可の取消等） 

第５条 市長は、次の名号のいずれかに該当するときは、使用の条件を変更し、若しくは

使用を停止し、又は使用の許可を取り消すことができる。この場合において、使用

者が損害を受けることかあっても市はその貴めを負わない。 

(１) この条例又はこの条例に基づく諸規定に違反したとき。 

(２) 使用許可の条件に違反したとき。 

(３) その他市長が管理上特に必要があると認めたとき。 

（損害賠償） 

第６条 使用者は、保養所の施設、設備等を損傷又は滅失したときは、市長の定めるとこ

ろに従いこれを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。ただし、

市長が特別の理由があると認めたときは、その全部又は一部を免除することができ

る。 

（委任） 

第７条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める 

附 則   この条例は、昭和５４年４月１日から施行する。 

附 則  （昭和６２年１２月２４日条例第４４号） 

この条例は、昭和６３年３月１日から施行する。 
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８．四日市市立公害健康被害者みたき保養所の設置及び管理に 
関する条例施行規則 

(昭和５４年３月３０日、四日市規則第４号) 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、四日市市立公害健康被害者みたき保養所の設置及び管理に関する条

例（昭和５４年条例第１３号。以下「条例」という。）第７条の規定に基づき、条例

の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（開館時間） 

第２条 四日市市立公害健康被害者みたき保養所（以下「保養所」という。）の開館時間は、

午前９時から午後４時３０分までとする。ただし、市長が認めたときは、これを変

更することができる。 

（休館日） 

第３条 保養所の休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めたときは、こ

れを変更することができる。 

(1) 毎週火曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

(3) １月２日から１月４日まで及び１２月２８日から１２月３１日まで 

（使用許可の申請） 

第４条 保養所を使用しようとする者は、使用日の前日までに使用許可申請書（様式第１

号。以下「申請書」という。）により市長に申請しなければならない。ただし、市長

が特に認めたときは、この限りでない。 

２ 前項の申請書は、使用日の１月前までは受理しない。  

（使用の許可） 

第５条 市長は、保養所の使用を許可しようとするときは、使用許可書（様式第２号。以

下「許可書」という。）を交付してこれを行う。 

（許可害の提示） 

第６条 使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、使用当日に前条により交付

を受けた許可書を係員に提示し、使用についての指示を受けなければならない。 

（遵守事項） 

第７条 使用者は、条例及びこの規則に定めるもののほか、次の名号に掲げる事項を守ら

なければならない。 

（１）所定の場所以外で火気を使用しないこと。 

（２）許可を受けないで壁、柱等にはり紙をし、又は釘類を打たないこと。 

（３）許可を受けないで物品の販売をしないこと。 

（４）許可を受けた室又は設備器具等以外のものを使用しないこと。 

（５）その他市長の指示に従うこと。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、保養所の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附則 

この規則は、昭和５４年４月１日から施行する。 

附則（平成５年９月２９日規則第３８号） 

この規則は、平成５年１０月１日から施行する。
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９．四日市市公害健康被害者特別救済措置要領 

 

１． 特別救済措置の対象者は、公害健康被害の補償等に関する法律（以下「法」という。）に基

づき認定された者であって、次の名号の一に該当する者とする。 

(1) 原告患者 津地方裁判所四日市支部昭和４２年（ワ）第１３８号損害賠償請求事件の

原告 

(2) 自主交渉患者 昭和４７年１１月３０日付をもって、昭和四日市石油株式会社、三菱

油化株式会社、三菱化成株式会社、三菱モンサント化成株式会社、中部電力株式会社及

び石原産業株式会社と四日市公害訴訟弁護団団長北村利弥を代理人として締結した協

定書添付別表（１）乃至（１４０）記載の者 

２． 前項の対象者に対して法第３条第１項第２号から第５号まで及び第７号に規定する補償給

付の額に相当する金員を支給する。 

３． 市長は、別に設置する公害健康被害特別審査会の意見を聞いて対象者の障害の程度及び対

象者の障害又は死亡について他の原因があると認められる場合の他原因の参酌の程度を決

定する。 

４． 市長は、対象者の障害の程度について少なくとも１年に１回公害健康被害特別審査会の意

見を聞いて障害の程度の見直しを行う。 

５． 市長は、対象者が正当な理由なく第３項又は前項による審査を受けなかったときは、その

者に対する第２項の支給を停止することができる。 

６． 対象者は、障害の程度が増進したことを理由として、第２項に基つく支給額の改定を市長

に請求することができる。 

７． 対象者に対して同一の事由について損害が填補されたときは、第２項の支給を行わない。 

８． 第３項又は第４項に基づく決定に不服がある者は、市長に対し異議を申立てることができ

る。 

９． 第２項に基づく金員の支給について、この要領に特別の定めがない場合は法の例による。 

附則 

１． この要領は、昭和５３年４月１日から施行する。 

２． 第２項に基づく金員の支給の始期及び最初の月分の支給額については、別添「特別

救済措置に係る支給の始期等の算定方法」の定めるところによる。 

３． 法施行以後、本要領の施行前に前項に基づく支給の始期が到来していた者について

は、本要領が施行されていたならば支給すべきであった金員を昭和５４年３月３１日

までの間に支払う。 

４． この要領施行のためにする公害健康被害特別審査会の設置及び第３項の規定に基づ

く障害の程度の決定等の準備行為は、施行日前においてもこれを行うことができる。 

附則 

この要領は、昭和６３年３月１日から施行する。 
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別添：特別救済措置に係る支給の始期等の算定方法 

１．控除対象額 

（１）原告患者   判決額から弁護士費用を控除した額とする。 

（２）自主交渉患者 協定額（但し、解決一時金は含まない。） 

２．控除額 

(１) 認定年月より昭和４９年８月迄の期間 

別表「標準給付基礎月額表」による性別、年齢階層別、診察実日数別障害補償費相当額

及び児童補償手当相当額とする。 

（２）昭和４９年９月以降の期間 

市長が別に設置する公害健康被害特別審査会の意見を聞き、障害の程度等を決定し、法

が適用されたとしたならば当該障害の程度等に応じて支給される金額に相当する額とす

る。 

３．特別救済措置に係る支給の始期及び当該月における支給額 

支給の始期は、該当者のそれぞれの月の控除額の総計が控除対象額をこえるに至った月とし、

当該月における支給額はそのこえた額とする。 
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10．四日市市環境改善設備資金融資及び利子補給金交付要綱 

 
（目的） 

第１条 市民の生活環境改善に資するため中小企業者及び中小企業団体の工場又は事業所から発生

するばい煙、粉じん、排水、騒音、振動、悪臭又は産業廃棄物等（以下「公害」という。）

を除去する施設の設置、改善並びに移転に要する資金又は、中小企業者若しくは中小企業団

体が自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に

関する特別措置法（平成４年法律第７０号。以下「自動車 NOx・PM 法」という。）に基づく

排出基準非適合車を廃車し、排出基準適合車への買い替えを行う場合に要する資金を融資す

ることを目的とする。 

（融資資金） 

第２条 （削除） 

（融資資金の預託及び融資目標） 

第３条 市は第１条の目的を達成するため、本制度の運用資金として毎年予算の範囲内で定める額

を市の指定する金融機関（以下「指定金融機関」という。）に年度当初決済用預金として預

託する。 

２ 指定金融機関は年度当初に預託を受けた資金の９倍以上を目標額として三重県信用保証

協会（以下「協会」という。）の信用保証を付して融資するものとする。 

（融資の対象） 
第４条 融資の対象は次の各号に該当するものとする。 

(１) 市内に引き続き１年以上同一事業を営んでいる中小企業者（中小企業基本法（昭和 38

年法律第154号）に定めるものをいう。）又は中小企業団体（中小企業団体の組織に関す

る法律（昭和 32 年法律第 185 号）に定めるものをいう。）で現に公害が発生しているも

の及び発生のおそれのあるもの又は、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく排出基準非適合車

を廃車し、排出基準適合車への買い替えを行うもの 

(２) 協会の保証対象事業に該当するもので貸付金の返済が確実であると認められるもの 

(３) 市税を完納しているもの 

(４) 前３号に該当するもののほか、特に市長が必要と認めるもの 

（資金の使途） 

第５条 資金の使途は次の各号のいずれかに該当するものに限るものとする。 
(１) 第１条に規定する公害を除去し、又は防止するために必要な設備の購入、設置、改造 

(２) 公害発生施設の移転若しくは取り除き又は作業場の移転 

（３） 自動車NOx・PM法に基づく排出基準非適合車を廃車し、排出基準適合車への買い替え 

 

（融資の条件） 



 158

第６条 融資の条件は次の各号により行うものとする。 
(１) 融資限度１企業につき設備資金3,000万円以内、移転資金5,000万円以内。ただし、保

証付きは3,000万円を限度とする。 

(２) 貸付利率 年率とし、長期プライムレートから1.5パーセントを減じた率。ただし、長

期プライムレートが 2.7 パーセントを下回るときは、長期プライムレートを 2.7 パーセ

ントと見なす。 

(３) 貸付期間及び返済方法 

設備資金７年以内、据置期間１年含む。移転資金10年以内、据置期間１年含む。月賦返

済とする。 

(４) 保証料率 

協会所定料率－0.3パーセント 

(５) 担保 必要に応じて徴求する。 

(６) 連帯保証人 

   原則として借受人が法人の場合は代表者が連帯保証人になり、個人の場合は不要とする。

ただし、他に実質的経営者がいる場合等は連帯保証人に加える場合がある。 

（融資手続） 

第７条 この要綱による融資を受けようとするもの（以下「借受者」という。）は所定の申込書に必

要書類を添付して指定金融機関に申込むものとする。 

２ 指定金融機関は前項の申込書を受理したときは、速やかに実態調査を行いこの制度による

ことが適当と認められるものについては協会に保証依頼の手続きを行うものとする。 

３ 協会は前項の依頼があったときは、内容審査のうえ諾否を決定し、指定金融機関に通知す

るとともに、その旨を市長に報告するものとする。 

４ 指定金融機関は協会より保証決定の通知を受けたときは、所定の手続を経た後速やかに貸

付けを実行するものとする。ただし、特別の事由のあるものについては市長並びに協会と協

議のうえ融資の拒否又は融資条件を変更することができるものとする。 

（融資決定の取消し等） 

第８条 市長は、本要綱による融資の決定を受けたもの又はすでに貸付けを行ったものが貸付条件

に違反したときは、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（届出の義務） 

第９条 借受者が融資条件の改善を完了したときは、速やかに完了届を市長に提出しなければなら

ない。また、第５条第３号に規定する車の買い替えを行った場合は、廃車（完全抹消）を証

する書類及び新たに購入した車の自動車検査証を提出しなければならない。 

（利子補給） 

第１０条 市長は、融資の決定を受けた借受者に対し、利子補給金を交付するものとする。 

２ 前項の規定により交付する利子補給金の対象限度額及び利子補給率は、次のとおりとする。 

(１) 利子補給金の対象限度額 設備資金については 1,000 万円を、移転資金については
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3,000万円を最高限度額とする。 

(２) 利子補給率 第６条第２号の貸付利率の２分の１以内 

３ 利子補給金の請求等に関する一切の手続は、借受者の依頼を受けて指定金融機関が代行し

なければならない。 

（利子補給金の額） 

第１１条 前条第１項の規定により交付する利子補給金の交付額は、毎年前年の１０月１日からそ

の年の９月３０日までの期間における融資残高に対し、第１０条第２項の利子補給率を乗じ

て得た額とする。 

（利子補給金の申請） 

第１２条 第 10 条の利子補給金の交付について借受者の依頼を受けた指定金融機関は次に掲げる

書類を作成し前条に規定する期間の終了後速やかに市長に提出しなければならない。 

(１) 四日市市環境改善設備資金融資に関する利子補給金交付申請書 

(２) 四日市市環境改善設備資金融資に関する利子補給金計算明細書 

（利子補給金の交付決定） 

第１３条 市長は前条の利子補給金交付申請書の提出があったときは、速やかにその可否を審査の

うえ指定金融機関を経て借受者に対し利子補給金の交付決定を行うものとする。 

（利子補給金の請求） 

第１４条 指定金融機関は前条の交付決定に基づき「四日市市環境改善設備資金融資に関する利子

補給金請求書」を市長に提出しなければならない。 

（利子補給金の支払） 

第１５条 市長は前条により指定金融機関から利子補給金交付請求書の提出があったときは、当該

請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。ただし、調査のため特に日時を

要するときはこの限りでない。 

（利子補給金の取消し等） 

第１６条 市長は借受者が第８条の取消し等の命を受けた場合は利子補給金の全部又は一部を交付

しないものとする。 

（報告の徴収等） 

第１７条 指定金融機関は市長が指定金融機関の行った融資に関し報告を求めたとき、又は職員を

して当該融資若しくは利子補給に関する帳簿書類等を調査させることを必要とした場合は

これに協力しなければならない。 

（補則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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１１．四日市市低公害車普及等助成金交付要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、四日市市が、低公害車の普及等を促進するために予算の範囲内で行う助成制

度の運営について必要な事項を定め、もって自動車交通公害の低減に資することを目的とす

る。 

（助成対象者） 

第２条 本助成を受けることができるものは、四日市市内で１年以上引き続き同一事業を営んでい

る民間事業者等（以下「事業者等」という。）とする。ただし、公害健康被害の補償等に関

する法律（昭和４８年法律第１１１号）第５２条に規定する汚染負荷量賦課金の納付義務者

である事業者等は除く。 

（助成対象事業） 

第３条 この要綱において助成の対象となる事業は、次の名号に掲げる事業とする。 

（１） 低公害車導入事業 

事業者等が低公害車を購入する事業 

（２） 最新規制適合車等代替事業 

事業者等が排出ガスのより少ない最新規制適合軍等を代替のために購入する事業 

２ 前項に掲げる事業の内容等については、市長が別に定める。 

（助成金の申込み） 

第４条 本助成を受けようとする事業者等は、四日市市に所定の書類を添えて、四日市市低害車普

及等助成金交付申込書（第１号様式）を提出しなければならない。 

２ 四日市市は、毎年、別途期間を定めて前項の申込みを受け付けるものとする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、別表の第１欄に定める助成対象事業ごとに、事業費（寄附金その他の収入

がある場合はそれらを除外した額）と第２欄に定める基準額を比較して、いずれか少ない額

（ただし、千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。）とする。 

（助成金の決定） 

第６条 四日市市は、第４条による申込書の提出があった場合においては、当該申込みに係る書類

の審査及び必要に応じ調査等（現地調査、ヒアリング、参考となる書類の提出等。以下同じ。）

を行い、助成金の交付の決定を行うとともに、事業者等に本要綱の目的を達成するため必要

な条件を付して、四日市市低公害車普及等助成金交付（変更）決定通知書（第２号様式）に

より通知するものとする。 

なお、助成金を交付できないときは、事業者等に理由を付して、四日市市低公害車普及等

助成金交付却下通知書（第３号様式）により通知するものとする。 

（内容の変更等） 
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第７条 前条の助成金の交付の決定を受けた事業者等は、決定後において、事情により申込みの内 

容を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、四日市市に四日市市低公害車普及等事

業に係る変更（中止・廃止）承認申請書（第４号様式）を遅滞なく．提出し、承認を得なけ

ればならない。 

（助成金の目的外使用禁止及び経理区分） 

第８条 本助成を受けた事業者等は、助成金を助成対象事業の目的以外に使用してはならない。 

２ 本助成を受けた事業者等は、助成対象事業に係る経理について、関係書類を事業の完了後

５年間保管しなければならない。 

（事業の進捗中における報告等） 

第９条 四日市市は、必要があるときは、本助成を受けようとする事業者等に対し、随時報告を徴

し、又は指導及び調査等を行うことができるものとする。 

（完了報告及び助成金の請求） 

第１０条 本助成を受けようとする事業者等は、助成対象事業の完了後１０日以内に、必要な書類

を添え、四日市市低公害車普及等助成金に係る事業完了報告書（第５号様式）及び四日市

市低公害者普及等助成金請求書（第６号様式）を四日市市に提出しなければならない。 

（助成金の額の確定及び支払） 

第１１条 四日市市は、前条の報告を受けた場合、報告に係る書類の審査及び必要に応じて調査等

を行い、交付すべき助成金の額を確定し、支払うものとする。 

（助成金の交付の決定の取消し） 

第１２条 四日市市は、本助成金の交付の決定を受けた事業者等か次の名号の一に該当する場合、

助成金の全部又は一部の交付の決定を取り消すことができる。 

(１)  偽り、その他の不正の手段により、助成金の交付の決定を受けた場合 

（２） 助成金を他の用途へ使用した場合 

（３） 第９条に定める報告等及び第 16 条に定める監査について、特別の理由なく拒み、

妨げ又は忌避した場合 

（４） 第7条による事業の中止、又は廃止に係る書類の提出があった場合 

（５） 助成金の交付の決定に付した条件に違反した場合 

（６） その他この要綱に違反したと認められる場合 

（助成金の返還） 

第１３条 四日市市は、前条により助成金の交付の決定を取り消したときに、既に助成金が支払わ

れている場合は、期限を定めて助成金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第１４条 本助成を受けた事業者等が、前条により返還を求められたときは、その請求に係る助成

金を受領した日から四日市市に納付した日までの日数に応じて、当該助成金の額につき年

１０.９５パーセントの割合で計算した加算金を四日市市に納めなければならない。 

２ 本助成を受けた事業者等は、返還を求められた助成金を納付期日までに納めなかったと 
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きは、納付期日の翌日から完納の日の前日までの日数に応じて、その未納額につき年１０.

９５パーセントの割合で計算した延滞金を四日市市に納めなければならない。 

３ 四日市市は前２項において、やむを得ない事情かあると認められるときは、加算金又は

延滞金の全部又は一部を免除することかできるものとする。 

（取得財産の管理及び処分） 

第１５条 本助成を受けた事業者等は、本助成により取得した財産については、四日市市が別に定

める期間は善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を行わなけ

ればならない。 

２ 本助成を受けた事業者等は、前項の財産を四日市市の承認を受けないで助成金の交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し又は廃車してはならない。 

３ 本助成を受けた事業者等は、前項の承認を受ける場合には、あらかじめ四日市市に理由

及び内容を記載した四日市市低公害車普及等事業により取得した財産の処分に関する承認

申請書（第７号様式）を提出しなければならない。 

４ 四日市市は、前３項までの場合において必要があると認めるときは、その管理及び運営

の状況を調査することができるものとする。 

５ 本助成を受けた事業者等が、助成金に係る低公害車の処分により収入があったときは、

四日市市低公害車普及等事業により取得した財産の処分に関する決定通知書（第８号様式）

により四日市市の承認を受けた場合を除き、その交付した助成金の全部又は一部に相当す

る金額を四日市市に返還しなければならない。 

（監査） 

第１６条 四日市市は、第６条による助成の決定後、必要があると認めるときは、本事業の成果等

に関し、監査ができるものとする。 

２ 四日市市は、前項の監査を行うときは、あらかじめ、本助成を受けた事業者等に期日そ

の他必要な事項を通知するものとする。 

３ 四日市市は、第１項による監査の結果、著しく不適当と認めるときは、本助成を受けた

事業者等に対し、所要の措置を取るべきことを命ずることができるものとする。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 
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附則（平成８年３月29日告示第105号） 

１ この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この要綱の規定は、平成８年４月１日以後になされた交付申込みに基づき交付するもの

から適用し、同日前に交付申込みのあったものについては、なお従前の例による。 

附則（平成17年１月31日告示第34号） 

この要綱は、平成17年２月７日から施行する。 

 
  別表 

助成対象事業名 助成基準額 

１ 低公害車導入事業 次により算出した額の合計額 

   次の車両の購入  

   （１）電動軽自動車 １，２３６，０００円×購入台数 

   （２）電動スクーター    １４８，０００円×購入台数 

２ 最新規制適合車等代替事業 
最新規制に適合する車両等の購入費

の１００分の１に相当する額 
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１２．四日市市鳥獣飼養関係手数料条例 

(平成１２年３月２９日 条例第１６号) 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に基づき本市が徴

収する鳥獣飼養関係事務手数料に関し、別に定めるもののほか必要な事項を定めるものとす

る。 

（手数料の種別及び金額） 

第２条 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）に規定する鳥獣飼

養に関する事務の手数料の種別及び金額は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 鳥獣飼養許可証交付手数料  １件につき ３,４００円 

(２) 鳥獣飼養許可証再交付手数料 １件につき ３,４００円 

（委任） 

第３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

（楠町との合併に伴う経過措置） 

２ 平成１７年２月７日（以下「合併日」という。）前に、楠町手数料徴収条例（平成１２年楠町

条例第３号。以下「楠町の条例」という。）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、こ

の条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

追加〔平成１６年条例５２号〕 

３ 楠町の条例の規定により徴収した、又は徴収すべきであった手数料の取扱いについては、なお

楠町の条例の例による。 

追加〔平成１６年条例５２号〕 

附 則（平成１６年１２月２８日条例第５２号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年２月７日から施行する。 
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１３.四日市市家庭用新エネルギー普及支援事業費補助金交付要綱 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、市が実施する家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金（以下「補助金」

という。）の交付手続等について、四日市市補助金等交付規則（昭和57年四日市市規則第11号）
に定めるもののほか、補助金交付に関する業務の適正かつ円滑な運営を図ることを目的に、基本

的な事項について定める。 
 
（補助金交付の対象） 
第２条 補助対象となる者は次の各号のいずれかに該当し、よっかいち1人1日1kgCO2ダイエッ
トへの登録を承諾する者とする。 

(1) 市内にある自己の居住の用に供する家屋に家庭用太陽光発電システム、家庭用燃料電池システ
ム又は家庭用風力発電システム（以下「家庭用システム」という。）を設置する工事に平成２３年

４月１日以降に着手し、当該工事を平成２４年３月２３日までに完了できること。 
(2)平成２３年４月１日から平成２４年３月２３日までに家庭用システムが設置された家屋（市内に
あるものに限る。）を自己の居住の用に供するために購入すること。 

 
（対象設備） 
第３条 補助対象設備は、次の各号のいずれかに該当する家庭用システムとする。ただし、未使用

の家庭用システムに限る。 
(1) 次のすべての要件を満たす家庭用太陽光発電システム 
ア 発電機の定格出力が１キロワット以上であること。 
イ 住宅の屋根等への設置に適した、低圧配電線と逆潮流有りで連系する太陽光発電システム 

(2) 次の要件を満たす家庭用燃料電池システム 
ア 申請時において国の民生用燃料電池導入支援補助金制度における補助事業者が指定する燃

料電池システム 
(3) 次のすべての要件を満たす家庭用風力発電システム 
ア 発電機の定格出力が２００ワット以上であること。 
イ プロペラ等の回転部に容易に人が接触することがないよう、人の手の届かない高さに設置

又は周囲に柵を設ける等の措置が講じるとともに、強風時における安全対策が施されている

こと。 
ウ 騒音等への対策が施されていること。 

(4) その他、特に市長が認めたもの。 
 
（補助金の額） 
第４条 補助金の額は１件当たり３万円とし、予算で定める範囲内において、これを交付する。 
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（募集及び申請方法） 
第５条 市長は、募集期間及び募集件数を定め、補助事業者を募集する。 
２ 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助申請者」という。）は、必要な書類を添付した平
成２３年度四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金交付申請書（第１号様式。以下「補

助金交付申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 
 
（交付の決定） 
第６条 市長は、前条第２項の補助金交付申請書が提出されたときは、必要な審査及び必要に応じ

て行う現地調査等により、補助金を交付することが適当と認められるときは交付の決定を行い、

申請者に対して、平成２３年度四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金交付決定通

知書（第２号様式）により通知するものとする。 
ただし、募集件数を上回る補助金交付申請書が提出されたときは、公開抽選により交付対象者

を決定することができる。 
２ 市長は、前項の決定に際して、必要に応じ、条件を付することができる。 
３ 市長は、第１項の規定により不交付となった申請者に対して平成２３年度四日市市家庭用新エ

ネルギー等普及支援事業費補助金不交付決定通知書（第３号様式）により通知するものとする。 
 
（計画変更・中止の承認） 
第７条 補助申請者は、対象設備の設置工事の期間や設備の内容等を変更するとき、又はやむをえ

ない理由により対象設備の設置を中止しようとするときは、あらかじめ平成２３年度四日市市家庭

用新エネルギー等普及支援事業費補助金計画変更・中止承認申請書（第４号様式）を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。 
２ 市長は、前項の申請を承認すべきものと認めたときは、平成２３年度四日市市家庭用新エネル

ギー等普及支援事業費補助金計画変更・中止承認通知書（第５号様式）により、申請者に通知する。 
 
（実績報告書の提出） 
第８条 補助申請者は、対象設備の設置工事を完了後速やかに、必要な書類を添付した平成２３年

度四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金実績報告書（第６号様式。以下「実績報

告書」という。）を市長に提出しなければならない。なお、平成２４年３月２３日までに実績報告

書が提出されない場合は、本補助事業への申請を取り下げたものとみなし、市長は補助金の交付

決定を取り消す。 

 

（補助金交付額の確定） 
第９条 市長は、実績報告書が提出されたときは、必要な審査及び必要に応じて行う現地調査等に

より、補助金交付額を確定し、平成２３年度四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助

金交付確定通知書（第７号様式）により補助申請者に通知する。 
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（補助金の交付） 
第１０条 前条の規定により補助金交付額の確定を受けた者は、速やかに平成２３年度四日市市家

庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金交付請求書（第８号様式。以下「補助金交付請求書」

という。）を市長に提出しなければならない。 
２ 市長は、補助金交付請求書が提出されたときは、必要な審査を行い、適当と認められるときは

補助申請者に対し補助金を交付する。 
 
（手続代行者） 
第１１条 補助申請者は、補助金交付申請書に必要事項を記載することにより、この要綱の規定に

基づく手続（補助金の受領を除く。）を第三者に代行させることができる。 
 
（管理） 
第１２条 補助申請者は、対象設備をその法定耐用年数の期間、善良なる管理者の注意をもって管

理しなければならない。 
２ 対象設備が毀損し、又は滅失したときは、その旨を市長に届け出なければならない。 
 
（処分の制限） 
第１３条 補助申請者は、対象設備の法定耐用年数の期間内において、当該対象設備を処分しよう

とするときは、あらかじめ平成２３年度四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金に関

する財産処分承認申請書（第９号様式。以下「処分承認届出書」という。）を市長に提出し、その承

認を受けなければならない。 
２ 市長は、処分承認届出書が提出されたときは、必要な審査を行い、適当と認めるときは、平成

２３年度四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金に関する財産処分承認通知書（第１

０号様式）により補助申請者に通知する。 
 
（検査） 
第１４条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、対象設備に関する帳簿等関係書

類、対象設備、施設等を検査することができる。補助申請者は、この検査に協力しなければなら

ない。 
 
（交付決定の取消し及び補助金の返還） 
第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、第６条の規定による交付決定の全部又

は一部を取消すことができる。 
（１）補助申請者が法令、本要綱、要領又はこれらに基づく市長の処分若しくは指示に違反した場

合 
（２）補助申請者が補助金を対象設備の設置以外の用途に使用した場合 
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（３）補助申請者が本補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 
２ 補助申請者は、市長が前項の取消しをした場合において、当該取消しに係る部分に対する補助

金の交付を受けているときは、市長の請求に応じ、交付を受けた補助金の全部又は一部を返還し

なければならない。 
３ 補助申請者は、第１３条の規定により承認を受けて対象設備を処分した場合において、市の請

求があったときは、交付を受けた補助金の全部又は一部を返還しなければならない。 
 
（協力） 
第１６条 市長は、補助金の交付を受けた者に対し、次の各号に掲げる事項について協力を求める

ことができる。 
（１）使用状況の調査 
（２）その他市が協力依頼する事項 
 
（事業評価） 
第１７条 市長は、当該事業に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分に検証す

るものとする。 
２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止、その他適切な措

置を講じるものとする。 
 
（雑則） 
第１８条 この要綱の施行に関し、必要な事項は市長が別に定める。 
 
附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、平成２３年５月１１日から施行する。 
（有効期限） 
２ この要綱は、第１２条から第１６条までの規定を除き、平成２４年３月３１日限り効力を失う。 
（四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金交付要綱の廃止） 
３ 四日市市家庭用新エネルギー等普及支援事業費補助金交付要綱（平成２２年５月１日制定）は、

廃止する。 
                                      （環境部環境保全課） 
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１４.四日市市中小事業新エネルギー導入等促進事業費 

補助金交付要綱 

（目的） 
第１条 この要領は、平成２３年度四日市市中小企業新エネルギー導入等促進事業費補助金交付要

綱（以下「要綱」という。）第１８条の規定に基づき、その運用に必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（補助対象） 

第２条 対象設備は、要綱第４条に定める要件に適合するものであることのほか、次の要件を満た

すものとする。 

（１）省エネルギー診断等 

要綱第４条第２項に定める省エネ診断等とは次のいずれかのものを指す。 

① 国、県が行う省エネ診断 

② 民間あるいは自ら行う省エネ診断。ただし、省エネ診断を行うものは次のアからクのいずれ

かの異なる免許を持つものが、複数人で行ったものに限る。また、省エネ診断には運用にて

実施可能な提案、小規模投資にて実施可能な提案、大規模投資が必要な提案の３つのカテゴ

リーに分類され、原則、運用にて実施可能な提案が含まれており、また、それぞれの提案に

ＣＯ２削減量が算定されていること。 

ア．一級建築士 

イ．一級建築施工管理技士 

ウ．一級電気工事施工管理技士 

エ．一級管工事施工管理技士 

オ．技術士（建設、電気・電子、機械、衛生工学、環境） 

カ．エネルギー管理士（熱、電気）  

キ．建築設備士 

ク．特に市長が認めるもの 

③ エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下「省エネ法」という。）に基づき、国に提出した

エネルギー使用状況届出書及び中長期計画 

（２）太陽光発電システム 

①電力会社と系統連系するもの。 

②太陽電池出力は、太陽電池モジュールのＪＩＳ等に基づく試験成績表の実測値の合計値（申請
時は公称最大出力の合計値）とパワーコンディショナーの定格出力合計値の低い方とする 

（３）風力発電機 
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  ①電力会社と系統連系するもの。 

（４）小型コージェネレーション設備 

ア 燃料電池 

①申請時において国の民生用燃料電池導入支援補助金制度における補助事業者が指定する燃料

電池システムであるもの。 

②電力会社と系統連系するもの。 

イ ガスエンジン給湯器 

①JIS基準（JIS B 8122）に基づく計測を行い、総合効率が80％以上（LHV基準）であること。 

②電力会社と系統連系するもの。 

（５）省エネルギー設備 

  ①事業費に対し、０．１ｇ/円以上のＣＯ２削減効果が見込まれること。 

（６）共通 

①事業用のもので住宅の用に供されないもの。 

②設置前において使用に供されていないもの。 

③四日市市の他の補助金を受けていないもの。 

（募集方法） 

第３条 補助事業者の１次募集は、一定の期間を定め予算の範囲内で申請者を募ることができる。 

２ １次募集の後、予算の範囲内で２次募集を行うことができる。また、２次募集については先着

順にすることができる。 

３ 募集の告知は市のホームページや広報等を通じて行う。 

（抽選） 

第４条 第３条第１項による１次募集の期間内に予算を超える申請があった場合、同期間内に交付

申請を行った者を対象として抽選を行うことができる。 

  なお、第３条第２項による２次募集の場合についても、同一日に予算を超える申請があった場

合、同日に交付申請を行った者を対象として抽選を行うことができる。 

（申込条件） 

第５条 要綱第２条第１項に規定する申請者は、同時に複数の申込をしないこととする。 

（提出書類） 

第６条 各種提出書類は必要な事項を記載の上、様式に定められた添付書類を添えて提出すること。 

  なお、提出書類への押印は実印とする。 

（補助申請に添付する書類） 

第７条 補助金申請書への添付書類は様式の定めのほか次のものとする。 

（１）ＬＥＤ照明 

①設置前の状況が分かる写真等 

（２）自然冷媒ヒートポンプ給湯機 

①設置前の状況が分かる写真等 

（３）省エネルギー設備 
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①省エネルギー計画（第１号様式） 

②省エネ診断又は国に提出した中長期計画及びエネルギー使用状況届出書・定期報告書の写し 

③四日市市中小企業新エネルギー導入等促進事業実施計画書 事業個表（第２号様式） 

（３）共通 

①補助対象経費が確認できる書類（見積書等） 

②対象設備の能力が確認できる書類 

③印鑑証明 

④設置前の状況が分かる写真等 

⑤収支計画書 

⑥過去２期の決算書の写（ただし、事業を営んでから２年未満の中小企業者については、申請

時点で添付できる決算書） 

⑦登記事項証明書 

⑧定款の写し 

⑨会社パンフレット（会社の経歴） 

⑩市税の完納証明書（直近年度の完納が確認できるもの） 

⑪よっかいち１人１日１ｋｇＣＯ２ダイエット事業の登録が確認できる書類 

⑫その他市長が必要と認めた書類 

（実績報告書に添付する書類） 

第８条 実績報告書への添付書類は様式の定めのほか次のものとする。 

（１）太陽光発電システム 

①電力会社との電力受給契約書（契約に関するお知らせ）の写 

（２）風力発電機 

  ①電力会社との電力受給契約書（契約に関するお知らせ）の写 

（３）小型コージェネレーション設備 

①電力会社との電力受給契約書（契約に関するお知らせ）の写 

（４）共通 

①四日市市中小企業新エネルギー導入等促進事業費補助金交付決定書の写 

②収支報告書 

③補助対象事業に係る領収書の写 

④対象設備の設置状態を示す写真 

⑤対象設備の保証書の写 

⑥その他市長が必要と認める書類 

（計画変更・中止） 

第９条 要綱第８条に規定する計画変更における補助金の額は交付決定額を上限とする。 

 

（提出書類の返却） 

第１０条 添付書類を含め、四日市市中小企業新エネルギー導入等促進事業費補助金にかかる提出
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書類は返却しないものとする。 

（耐用年数） 

第１１条 要綱第１４条に規定する法定耐用年数は特に定めの無い場合、減価償却資産の耐用年数

等に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）に準じる。 

（各様式の提出） 

第１２条 要綱に規定する様式の提出については、書留郵便又は持参によるものとする。 

２ 様式等の提出は四日市市役所の開庁日の午前８時３０分から午後５時１５分までとし、提出先

は四日市市役所環境部環境保全課とする。 

 

    附 則 

  この要領は、平成２３年５月１１日から施行する。 

                                         （環境部環境保全課） 
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 １５．四日市市温泉法施行細則 
 
（趣旨） 

第一条 温泉法（昭和23年法律第125号。以下「法」という。）の施行については、温泉法施行規
則（昭 和 23年厚生省令第 35号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、この規則の定め
るところによる。 

 

（温泉利用許可申請書） 

第二条 省令第７条第１項の規定による温泉利用許可申請書は、第１号様式によるものとし、次に

掲げる書類を添付しなければならない。 

 一 温泉利用地付近の地形図 

 二 次に掲げるものの写真 

  イ 温泉のゆう出地 

  口 利用施設の全景 

  ハ 浴槽又は飲泉施設若しくはこれに類する施設 

 三 温泉のゆう出地から利用施設に至る引湯管の敷設平面図 

 四 利用施設の平面図及び浴用又は飲用設備等の構造図 

 五 温泉分析書の写し（飲用の場合は、温泉飲用水質試験成績書を含む。） 

２ 省令第７条第２項第３号の規定による誓約書は、第１号様式の２によるものとする。 

 

（温泉利用許可承継承認申請書） 

第二条の二 省令第８条及び第９条の規定による承継承認申請書は、第１号様式の３によるものと

する。 

２ 省令第８条第２項第２号又は第９条第２項第３号による誓約書は、第１号様式の２によるもの

とする。 
 

（温泉成分等掲示内容届出書） 

第三条 省令第１１条の規定による温泉成分等掲示内容届出書は、第２号様式によるものとし、次

に掲げる書類を添付して法第１５条第１項の許可のあった日から 10 日以内に市長に提出しなけれ
ばならない。 

 一 温泉分析書の写し 

 二 掲示場所を示す平面図 

  三 加水、加温又は循環（循環ろ過を含む。以下「加水等」という。）された温泉を公
共の浴用に供する場合は、当該加水等に係る設備の構造及び配置を示す図面 

 四 温泉に入浴剤を加えて公共の浴用に供する場合は、当該入浴剤の名称に関する表

示の写し 

 五 温泉を消毒して公共の浴用に供する場合は、消毒装置の構造及び配置を示す図面そ
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の他の消毒方法を説明した書類 
（廃止届出書） 

第四条 法第１５条第１項の許可を受けた者（以下「温泉利用者」という。）は、公共の浴用又は

飲用に供することを廃止したときは、遅滞なく第３号様式による温泉利用廃止届出書を市長に提出

しなければならない。 

 

（住所・氏名変更届出書等） 

第五条 温泉利用者は、その住所又は氏名（法人にあっては、その名称又は主たる事務所の所在地）

を変更したときは、遅滞なく第４号様式による住所・氏名変更届出書（利用）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 温泉利用者は、温泉利用施設の管理者を変更したときは、遅滞なく第５号様式による温泉利用

施 設管理者変更届出書を市長に提出しなければならない。 

 

（温泉ゆう出量（温度、成分）変化届出書） 

第六条 温泉利用施設の管理者は、温泉のゆう出量、温度又は成分に著しい変化があると認めたと

きは、遅滞なく第６号様式による温泉ゆう出量（温度、成分）変化届出書を市長に提出しなければ

ならない。 

 

（温泉利用状況報告書） 

第七条 温泉利用施設の管理者は、温泉のゆう出量、温度、利用状況等を毎年３月末日現在で取り

まとめ、第７号様式による温泉利用状況報告書を市長に提出しなければならない。 

 

（書類の提出部数及び経由） 

第八条 法、省令及びこの規則の規定により市長に提出する書類の部数は、２部とする。 

 

   附 則  

１ この規則は、平成20年4月1日から施行する。 
２ この規則施行の際現に温泉法施行細則(三重県規則第24号)に基づいている書類等は、温泉法施
行細則の規定に基づいている書類とみなす。 
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１６．四日市市温泉法施行要領 
 
第一 趣旨                                                    
  温泉法（昭和23年法律第125号。以下「法」という。）の施行については、温泉法施行規則（昭
和23年厚生省令第35号。以下「省令」という。）及び四日市市温泉法施行細則（平成20四日市
市規則第61号以下「細則」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。   

                                                              
第二 温泉利用許可申請書                                      
  省令第７条第１項の規定による温泉利用許可申請書は、細則第２条第１項に定める第１号様式

とし、省令、細則及び本要領の定めるところにより、その添付書類は次のとおりとする。 

    なお、法第１５条第１項の許可を受けた者（以下「温泉利用事業者」という。）が変更するとき
は、 細則第４条に定める第３号様式による温泉利用廃止届出書を許可申請書と併せて市長に

届け出ること。 

    一 申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し          
  二 法人格のない団体および共同申請の場合は、代表者を証する委任状、議事録、規約、会則

等又は共同申請者の住所、氏名を記した連署 

    三 温泉利用地付近の地形図                                
   ア 温泉利用地付近の縮尺１／25,000の地形図              
   イ 当該施設の所在地を明示した縮尺１／1,000～１／5,000の地形図 
  四 温泉のゆう出地から利用施設に至る引湯管の布設平面図    
    ゆう出地については、申請書に記載した全てを表示し、引湯管についてはその口径、材質、

距離を表示すること。        
  五 利用施設の平面図及び浴用又は飲用設備等の構造図 

     ア 浴室、浴槽、じゃ口、飲用設備等の位置及び配管状況を明示した利用施設全体の平面図
及び浴室設備等の構造図 

      イ 循環ろ過装置、加熱装置等特殊装置を設備しているときはその構造図 
   六 温泉分析書の写し〔飲用の場合は、温泉飲用水質試験成績書を含む。〕  
    成分の分析は法第１８条第２項の規定による。〔飲用の場合は、「昭和61年7月14日付け

環自施第 244 号の温泉利用基準の一部改正について（通知）」及び「平成１９年１０月１
日付け環自総発第７１００１００２号温泉利用基準（飲用利用基準）の一部改正について」

により検査したものであること。〕 

    六の二 申請者が法第１５条第２項各号に該当しない者であることを誓約する書面 
        細則第２条第２項に定める第１号様式の２によるもの 
  七 細則第２条第１項で規定する以外に原則として添付する書類 

      ア 申請者が温泉源より温泉を採取する者（「温泉採取者」という。）と異なる場合は、供給 
契約書又は承諾書等の写し 
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    イ 利用施設の浴槽の容積の計算書                        
   ウ 飲用の場合は施設の管理方法を記載した書類            
   エ 硫化水素含有泉利用施設においては、換気状態等を記載した書類 

 
第二条の二 温泉利用許可申請等の取り下げ願 

  次の行為をしようとする者は、所定の様式により、その旨を市長に届け出なければならない。 

  １ 温泉利用許可申請書を提出した者がこれを取り下げるときは、要領第１号様式による申請

取り下げ願 

  ２ 温泉利用許可を受けた者がこれを取り下げるときは、要領第２号様式による許可取り下げ

願い 
 
第三 温泉利用許可承継承認申請書 

温泉利用許可承継承認申請書は、細則第２条の２に定める第１号様式の３とする。   
                             
第四 温泉成分等掲示内容届出書                          
  温泉成分等掲示内容届出書は、細則第３条に定める第２号様式とし、その添付書類は次のとお

りとする。                      
  一 温泉分析書の写し  
        成分の分析は法第１８条第２項の規定による。            
  二 掲示場所を示す平面図                                  
    掲示場所については、赤丸で記入し「掲示場所」と記載すること。 

  三 加水、加温又は循環（循環ろ過を含む。以下「加水等」という。）された温泉を公共

の浴用に供する場合は、当該加水等に係る設備の構造及び配置を示す図面 

        加熱装置、循環ろ過装置等の設備の構造図及び当該設備の位置を明示した利用施設全
体の平面図 

  四 温泉に入浴剤を加えて公共の浴用に供する場合は、当該入浴剤の名称に関する表

示の写し 

    入浴剤の容器包装に係る製品表示（製品の名称、製造（販売）会社名、主要な成分等の表

示）の写し 

  五 温泉を消毒して公共の浴用に供する場合は、消毒装置の構造及び配置を示す図面そ

の他の消毒方法を説明した書類 

         消毒装置を設備しているときは、当該設備の構造図及び当該設備の位置を明示した利用
施設全体の平面図 

第五 現地調査                                                
 市担当吏員の現地調査にあたって、申請者（申請者が出席できない場合は申請内容に詳しい代理

人）は、調査に立会うものとする。                    
附則     この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 
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１７.四日市市建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

事務取扱要領 

                第１章 総   則  

（目 的） 

第１ この要領は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２

０号。以下「法」という。）、建築物における衛生的環境の確保に関する法津施行令（

昭和４５年政令第３０４号。以下「令」という。）及び建築物における衛生的環境の

確保に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第２号。以下「規則」という。）の

円滑な運用を図ることを目的とする。 

 

                第２章 特定建築物  

（使用の届出） 

第２ 法第５条第１項又は第２項の規定に基づく届出は、特定建築物使用届出書（第１号

様式）により行うものとする。 

２ 市長は、法第５条第４項に該当する届出を受けたときは、その旨を三重労働局長に（第２

号様式）により通知するものとする。 

（変更・廃止の届出） 

第３ 法第５条第３項の規定に基づく届出は、特定建築物変更届出書（第３号様式）又は特定建

築物廃止届出書（第４号様式）により行うものとする。 

（帳簿書類の備付け） 

第４ 法第１０条の規定に基づく帳簿書類は、別表１から別表１１を参考として作成し、規則で

定められている期間備え付けるものとする。 

 

                第３章 指導監督 

（立入検査） 

第５ 法第１１条第１項の規定による立入検査は、特定建築物立入検査表（第１０号様式）によ
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り行うものとする。 

（改善指導等） 

第６ 第５の立入検査の結果、不備を認めたときは、指導票（第１２号様式）の交付により改善

指導等の措置を講ずるものとする。 

 

                第４章 雑   則  

（台帳の作成） 

第７ 法第５条第１項又は第２項の届出にあたっては、特定建築物届出台帳（第１３号様式）を

その都度作成するものとする。 

（書類の提出） 

第８ 書類の提出先、添付書類、提出部数及び提出期限等は別表一書類及び関係書類一覧表のと

おりとする。 

 

附則 

   １．この要領は平成２０年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 179

 
 

１８.四日市市水道事務取扱要領 
 

第 １ 章  総     則 

 

（目的） 

第１ この要領は、水道法（昭和 32 年法律第 177 号。以下「法」という。）水道法施行令（昭和

32年政令第336号。以下「令」という。）水道法施行規則（昭和32年厚生省令第45号。以下「規

則」という。）及び三重県小規模水道条例（昭和41年三重県条例第40号。以下「条例」という。）

三重県小規模水道条例施行規則（昭和41年三重県規則第47号。以下「条例施行規則」という。）

の円滑な運用を図ることを目的とする。 

 

第 ２ 章  専 用 水 道 

 

（確認の申請） 

第２ 法第 32 条の規定に基づき市長の確認を受けようとする者は、専用水道布設工事設計確認申

請書（第20号様式）により行うものとする。 

 申請書の添付書類は「水道事業等の認可の手引き(昭和60年6月厚生省生活衛生局水道環境部

水道整備課連絡)」を参考とするものとする。 

２ 環境保全課長は、前項の工事設計が法第５条の規定による施設基準に適合すると認めたときは

確認書（第21号様式）を交付するものとする。 

３ 環境保全課長は、第２の１の申請を受理した場合において、当該工事の工事設計が法第５条の

規定による施設基準に適合しないと認めたとき、又は適合するかしないかを判断することができ

ないときは確認不適合通知書（第22号様式）により申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（記載事項の変更） 

第３ 法第33条第3項の規定に基づく届出は、第4号様式により行うものとする。 

 

（軽微な変更） 

第４ （削除） 

 

（施設使用の報告） 

第５ すでに設置されている水道施設が、供給内容等の変更により専用水道に該当するに至ったと

きは専用水道施設使用報告書（第24号様式）により報告するものとする。 
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（承継の報告） 

 

 

第６ 専用水道を承継したものは、専用水道承継報告書（第 25 号様式）により報告するものとす

る。 

 

（廃止の報告） 

第７ 専用水道を廃止したときは、専用水道廃止報告書（第 26 号様式）により報告するものとす

る。 

 

（給水の開始） 

第８ 市長の認可を受けた事業について、法第 13 条第１項の規定に基づく届出は、給水開始届出

書（第10号様式）により行うものとする。 

 

（水道技術管理者） 

第９ 法第 19 条第１項の規定に基づき水道技術管理者を設置（変更）したときは、水道技術管理

者設置（変更）報告書（第14号様式）により報告するものとする。 

 

（水質検査） 

第10 法第20条第１項の規定に基づき実施した水質検査（ただし、規則第15条第１項第１号に掲

げる検査を除く。）の結果が「水質基準に関する省令（平成15年10月10日厚生労働省令第101

号）」に定める基準に適合しないときは、直ちにその原因を調査するとともに必要な対策を講じ、

その結果を水質調査報告書（第15号様式）により報告するものとする。 

 

（健康診断） 

第 11 法第 21 条第１項の規定に基づき、健康診断を実施した結果、異常があった場合は、直ちに

必要な対策を講じ、その結果を健康診断報告書（第16号様式）により報告するものとする。 

 

（給水の緊急停止の通報） 

第 12 法第 23 条第１項の規定に基づき給水の緊急停止を行ったときは、直ちに環境保全課長に通

報するとともに、その内容についてすみやかに水道事故報告書（第 17 号様式）により通報する

ものとする。 

 

（業務の委託） 

第13 法第24条の３第３項の規定に基づく届出は、第18号様式により行うものとする。 

 

（断減水の通報） 
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第14 渇水、風水害、地震等により、水道に断減水が生じたときは直ちに環境保全課長に通報する 

とともに、その内容についてすみやかに水道断減水状況報告書（第 19 号様式）により報告する

ものとする。 

２ 環境保全課長は、前項の通報を受けたときは、必要な調査を実施するものとする。 

３ 断減水の原因となった風水害、地震等の自然災害が一定規模以上のものであり、かつその災害

復旧事業が、国庫補助の対象として認められる場合は、前２項の規定によるほか「水道施設災害

復旧事業の事務処理（昭和50年９月19日環水第83号厚生省環境衛生局水道環境部水道整備課

長通知）」により報告するものとする。 

 

 

第 ３ 章  簡易専用水道 

 

（設置（変更）の報告） 

第 15 簡易専用水道を設置したときは、簡易専用水道設置報告書（第 27 号様式）により報告する

ものとする。 

２ 前項の報告書記載事項等に変更を生じたときは、簡易専用水道変更報告書（第 28 号様式）に

より報告するものとする。 

 

（準用規定） 

第16 第６及び第７の規定は、簡易専用水道設置者について準用する。 

 

第 ４ 章  小規模水道 

 

（準用規定） 

第17 第２から第12及び第14の規定は、小規模水道設置者について準用する。 

この場合において、第３中「法第 33 条第３項」とあるのは「条例施行規則第４条」と、「第４

号様式」とあるのは「第４－２号様式」と、第８中「法第 13 条第１項」とあるのは「条例第８

条第１項」と、「給水開始届出書（第10号様式）」とあるのは「小規模水道給水開始届（第10

－２号様式）」と、第９中「法第 19 条第１項」とあるのは「条例第９条」と、「水道技術管理

者」とあるのは「小規模水道管理者」と、「水道技術管理者設置（変更）報告書（第14号様式）」

とあるのは「小規模水道管理者設置(変更)届（第 14－２号様式）」と、第 10 の１中「法第 20

条第１項」とあるのは「条例第10条第１項」と、第11中「法第21条第１項」とあるのは「条

例第11条第１項」と、第12中「法第23条第１項」とあるのは「条例第13条第１項」と、第２

の１中「法第32条」とあるのは「条例第５条」と、「専用水道布設工事設計確認申請書（第20

号様式）」とあるのは「小規模水道布設工事確認申請書（第20－２号様式）」と、第２の２、３ 

中「法第５条」とあるのは「条例第４条」と、第５から第７中「専用水道」とあるのは「小規模

水道」と、第７中「廃止」とあるのは「休止又は廃止」と、「専用水道廃止報告書(第26号様式)」
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とあるのは「小規模水道休止（廃止）届（第26－２号様式）」と読み替えるものとする第２から

第12及び第14の規定は、小規模水道設置者について準用する。 

 

 

第 ５ 章  指導監督 

 

（立入検査） 

第18 法第39条第２項、第３項及び条例第16条第１項の規定に基づく立入検査の結果、水道施設

等に不備を認めたときは、水道立入検査指導票（第 29 号様式）の交付により措置するものとす

る。 

 

第 ６ 章  雑則 

 

（書類の提出） 

第19 書類の提出先添付書類、提出部数等は別表－１のとおりとする。 

２ 別表－１の様式のうち番号の記載の無いものについては欠番とする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成20年4月1日から施行する。 

２ この要領は、平成23年4月1日から施行し、平成23年4月1日から適用する。 
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１９.四日市市水浴場指導要領 

 
○第1 趣旨 
     
この要領は、水浴場における公衆衛生の向上と水質保全の確保及びプールの安全確保を図るため、

必要な事項を定めるものとする。 
 
○第２ 定義 
 
 この要領において、「水浴場」とは、多数人が利用する遊泳用プール（学校における水泳プールを

除く。）をいう。 
 

    ２この要領において、「都市公園内のプール」とは、都市公園法（昭和３１年４月２０日法律第

７９号）の規定に基づく公園施設としてのプールをいう。 
 
○第３ 責務 
 

    水浴場の開設者及び管理責任者（以下「責任者」という。）は、水浴場の適正な設置及び管理に努

めるものとする。 
 
○第４ 指導 
 
 環境保全課長は、必要に応じて責任者に対し、水浴場の適正な管理について指導するものとする。 
 
○第５ 水質基準、施設基準、維持管理基準及び水質検査等 
 

    多数人が利用する遊泳用プール（学校における水泳プールを除く。）の水質基準、施設基準及び維

持管理基準については別添１「遊泳用プールの衛生基準（平成１９年５月２８日付け健発第

0528003号厚生労働省健康局長通知による）」に基づくものとする。 
 
○第６ 安全確保 

 
多数人が利用する遊泳用プール（学校における水泳プール、教育委員会が管理するプール及び都

市公園内のプールを除く。）の安全確保については、別添２「プールの安全標準指針（平成１９年３

月、文部科学省、国土交通省）」に基づくものとする。 
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○第７ 報告 
     

    水浴場を開設しようとする者は、あらかじめ次の事項について、水浴場開設報告書（第１号様

式）により環境保全課長に報告するものとする。 
  
   一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 
    

二 水浴場の名称及び所在地 
 
三 開設期間 
 
四 設備概況 

  
２ 前項により報告した者は、前項第一号、第二号及び第三号に掲げる事項に変更があったとき、

又は、前項第四号に掲げる事項を変更しようとするときは、水浴場変更報告書（第２号様式）に

より、また、水浴場を廃止したときは水浴場廃止報告書（第３号様式）により、環境保全課長に

報告するものとする。 
 
３ 責任者は、遊泳用プール開設中の水質検査結果が水質基準に適合しないときは、ただちに環

境保全課長に報告するものとする。 
 
○附則 
 
１ この要領は平成２０年４月１日から実施する。 
 
２ 平成１９年６月１５日に現に遊泳用プールを開設している者については、プール本体の水の容

量の合計がおおむね１００m3 未満の遊泳用プールにおいては、遊泳用プールの衛生基準第３施
設基準及び第４維持管理基準の適用を当分の間猶予する。 
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 ２０．四日市市環境学習センター条例 
(平成８年３月２６日 四日市市条例第１１号) 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２の規定に基づき、四

日市市環境学習センターの設置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 本市は、市民が人間と環境との関わりについて理解と認識を深め、環境に配慮した行動が

とれるよう学習の振興を図り、もって本市の良好な環境の保全と創造に資するため、四日市市

本町９番８号本町プラザ内に四日市市環境学習センター（以下「センター」という。）を設置

する。 

（事業） 

第３条 センターは、前条の設置目的を達成するために、次に掲げる事業を行う。 

(１) 知識の普及及び意識の啓発に関すること。 

(２) 研修事業に関すること。 

(３) 情報の収集及び提供に関すること。 

(４) 市民、環境保全活動団体等の交流及び活動の支援に関すること。 

(５) 環境学習に関する調査研究に関すること。 

(６) その他環境学習の推進に関すること。 

（入場の制限） 

第４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、センターへの入場を拒み、又は退場を

命じることができる。 

(１) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認めた者 

(２) 他人に危害を及ぼし、又は迷惑をかけるおそれがあると認めた者 

(３) その他センターの管理上支障があると認めた者 

（損害賠償） 

第５条 使用者は、センターの施設、附属設備等を損傷又は滅失したときは、これを原状に回復し、

又はその損害を賠償しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めたときは、

その全部又は一部を免除することができる。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 この条例は、平成８年８月１日から施行する。 

附 則 平成１６年１２月２８日条例第５２号抄 
施行期日 １ この条例は、平成１７年２月７日から施行する。
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２１．四日市市環境学習センター条例施行規則 

（平成８年７月１６日 四日市市規則第３２号） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、四日市市環境学習センター条例（平成８年四日市市条例第１１号。以下「条

例」という。）第６条の規定に基づき、条例の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（開館時間） 

第２条 四日市市環境学習センター（以下「センター」という。）の開館時間は、午前９時から午

後５時までとする。ただし、市長が特に必要があると認めたときは、これを変更することがで

きる。 

（休館日） 

第３条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要があると認めたときは、

これを変更し、又は臨時に休館することができる。 

(１) 日曜日及び月曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(３) １２月２９日から翌年１月３日まで 

（利用者の資格） 

第４条 図書及びビデオテープ（以下「図書等」という。）をセンター外で利用できる者は、次に

掲げる者とする。 

(１) 市内に住所を有する者 

(２) 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

(３) 市内に存する学校に在学する者 

(４) その他特に市長が認めた者 

（利用手続） 

第５条 図書等をセンター外で利用しようとする者は、個人貸出申込書（別記様式）によって登録

を行い、別に定める貸出券の交付を受けなければならない。 

２ 貸出券は、利用しようとする者の氏名及び住所の確認できる者に交付する。 

（利用数及び期間） 

第６条 センター外で利用できる図書等は、１回の利用期間につき図書は３冊以内、ビデオテープ

は２本以内とする。 

２ 図書等の利用期間は、貸出を受けた日の翌日から起算して２週間以内とする。 

（センター外利用を禁止する図書等） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する図書等は、センター外で利用することができない。 

(１) 貸出禁止を表示した図書等 

(２) その他市長が指定する図書等 

 



 187

（使用者の遵守事項） 

第８条 使用者及びセンターを利用する者は、条例及びこの規則に定めるもののほか、次の各号に

掲げる事項を守らなければならない。 

(１) 使用を許可されていないセンター施設を使用し、又は立ち入らないこと。 

(２) 所定の場所以外において喫煙し、又は火気を使用しないこと。 

(３) 許可を受けないで壁、扉等に張り紙をし、くぎ類を打つなどセンター施設その他の物品

をき損又は汚損するおそれのある行為をしないこと。 

(４) 騒音を発し、暴力を用いるなど他人に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(５) その他市長が定める事項及び係員の指示に従うこと。 

（補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成８年８月１日から施行する。 

附 則（平成１７年２月４日規則第６号抄） 
(施行期日) 
１ この条例は、平成１７年２月７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


